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川尻地区土地区画整理事業施行区域見直し評価カルテ 

 

【対象区域の諸元】 

区域の名称 川尻 
用途地域 

(建蔽率/容積率) 

第一種住居地域（60/200） 

近隣商業地域（80/200） 

近隣商業地域（80/300） 

商業地域（80/500） 

準工業地域（60/200） 

区分 

(全部又は一部) 

一部 

(ＡおよびＢﾌﾞﾛｯｸ) 

市街地の現況 

計画決定区域は、市役所をは

じめ、国や県の官公庁施設が

集積しており、見直し対象と

なる未施行区域のＡブロック

およびＢブロックは、住宅地

や商業地として土地利用され

ている。 

計画決定年月日 

(当初) 
昭和29年７月５日 

計画決定年月日 

(最終) 
平成２年９月５日 

計画面積 222.5ha 

完了面積 191.91ha 地区内人口 ※ 675人（A:470人、B:205人） 

未着手面積 30.59ha 地区内人口密度 22.0人/ha（A:21.1、B:24.4) 

事業認可面積 191.91ha 建築物戸数 235戸（A:173戸、B:62戸） 
 

※住民基本台帳（平成 31 年３月 31 日時点）より推計 

【位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  計画決定区域 

 
未施行区域 
（見直し対象） 

秋田県庁 

秋田市保健所 

秋田市役所 
八橋運動公園 

ドンキホーテ秋田店 
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【ステップ１：都市計画決定の目的との検証】 

都市計画決定の目的 

川尻地区土地区画整理事業を都市計画決定した際の図書には、以下のとおり市街地の

計画的な造成を目的とした内容が記載されている。 

本区域は旧城下街西部寺町に接続し、地区内を南北に国道七号線（新屋－土崎間）が

貫通して以来、沿線の水田地帯は無計画に宅地化され、無統制のまま住宅、商店、工場

が乱立し、自然発生の市街地が形成されつつあり、これが規整と地価の不当な高騰の緩

和策として都市計画法第十三条に基づく、土地区画整理事業を実施せんとする。 

（昭和２９年７月５日 都市計画決定図書より引用）        

現状における都市計画決定の目的との適合性 

 当時の本市では、石油、ガス化学工業を主体とした工場および八郎潟干拓事業所の開

設等、事業所の進展がめざましく、これらに従事する従業員の住宅や一団地の官公庁施

設の新設に伴う住宅用地が必要とされていた。 

川尻地区においても、一面水田であった地区に住宅や商店、工場等が自然発生し、無

計画な市街地が形成されていたことから、計画的な市街地を形成し、将来的に必要とな

る相当量の宅地需要へ対応することを目的とした「川尻地区土地区画整理事業」が都市

計画決定された。 

現在、未施行区域を含む川尻地区土地区画整理事業の区域は、一団地の官公庁施設や

住宅地、商業地として土地利用がされており、おおむね良好な市街地が形成されている

が、都市計画決定の目的がおおむね達成されているかどうかについては、以降のステッ

プでの検討により最終判断する。 
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【ステップ２：区域を取り巻く状況の整理】 

評価項目 位置付け 内  容 

総合計画 あり 

都心・中心市街地を高次都市機能の拠点、６

つの地域中心を生活サービスの拠点として持

続可能なコンパクトな市街地形成を目指すと

しているが、都心・中心市街地には計画決定

区域が含まれている。 

都市計画区域マスタープラン あり 

計画決定区域は、商業・業務の都市機能を強

化するとともに、街なか居住の推進や回遊性

の向上により、活力とにぎわいのある都心を

目指すとしている。 

都市計画マスタープラン あり 

計画決定区域は都心・中心市街地に位置付け

られており、県の発展を支える行政拠点とし

て、都市機能の維持・充実を図るとともに、

行政の中心地にふさわしい、ゆとりとうるお

いのある都市空間の維持・管理を促進すると

している。 

地域防災計画 あり 

地域防災拠点施設（災害発生時における防災

活動の拠点としての機能のほか、コミュニテ

ィ活動に資する総合施設、備蓄施設等を備え

た施設）として、災害対策本部等を設置する

市役所本庁舎が位置付けられている。 

地域要望 あり 

未施行区域内の一部町内会より、現状では同

事業を実施するかどうかの見通しが立ってお

らず、住民が不安に感じていることから、市

の方針を明確に示してほしいとの要望があっ

た。 
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【ステップ３：評価基準に基づく評価】 

 

評価項目 内  容 評  価 

環 

境 

阻 

害 

要 

素 

自然災害 災害履歴のある箇所および発生のおそ

れのある箇所があるか。 

災害履歴のある箇所および

河川氾濫や津波により浸水

が想定される区域がある。 

（６、７ページ参照） 

火災の危険 ［火災危険区域の有無］ 

住宅密集地や袋小路が多いという理

由により、秋田市地域防災計画の火

災危険区域に含まれているか。 

火災危険区域に含まれてい

ない。 

（８、９ページ参照） 

［消防活動困難区域の有無］ 

消防自動車の出入りが可能なおおむ

ね幅員６ｍ以上の道路から１４０ｍ

以内であるか。また、その道路の通

り抜けは可能か。 

消防活動困難区域はない。 

（８、９ページ参照） 

不 

足 

環 
境 

要 

素 

道路への接道 幅員４ｍ以上の道路に間口が２ｍ以上

接している宅地（建築基準法において

建物を建築できる接道条件）の有無 

道路への接道条件を満たし

ていない宅地がある。 

（10、11ページ参照） 

上下水道 上下水道の供給処理施設の有無 下水道の整備が十分でない

宅地がある。 

 （12ページ参照） 

生活に必要な

都市空間 

公園・緑地、境内地、校庭等、避難場

所となり得る都市空間が３％以上確保

されているか。 

都市空間は３％以上確保さ

れていない。 

（13、14ページ参照） 
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【ステップ４：代替整備の検討】 

 

 
 

課題エリア 面 積 対応事業等 カバー面積 カバー率 

ステップ４－１ 

自然災害 

（６、７ページ参照） 

約30.27ha 防災情報の提供 約30.27ha 100％ 

ステップ４－２ 

火災の危険 

（８、９ページ参照） 

なし － － － 

ステップ４－３ 

道路への接道 

（10、11ページ参照） 

約0.68ha 
道路改良事業 

開発行為 
約0.68ha 100％ 

ステップ４－４ 

上下水道 

（12ページ参照） 

約0.32ha 下水道整備事業 約0.32ha 100％ 

ステップ４－５ 

生活に必要な都市空間 

（13、14ページ参照） 

30.59ha 代替の都市空間あり 30.59ha 100％ 
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【ステップ４－１：課題エリアと対応事業等の箇所図】（自然災害 １/２） 

  Ａブロックでは、直近１０年間において、水害による床下浸水が１件、道路冠水が

２箇所※確認されている。 

災害の発生のおそれのある箇所について、秋田県土砂災害危険箇所マップでは、土

砂災害が想定される箇所はない。 

秋田市洪水ハザードマップでは、雄物川流域で１０００年に１回程度の大雨（４８

時間の総雨量が３５０ｍｍ）又は旭川流域で１００年に１回程度の大雨（２４時間の

総雨量が１９５ｍｍ）により河川が氾濫した場合、浸水が想定される区域がある。 

また、秋田市津波ハザードマップでは、大地震（マグニチュード８．７程度）によ

り最大クラスの津波が発生した場合、浸水が想定される区域がある。 

これらの浸水想定区域が課題エリアとなるが、大雨や津波による浸水については、

土地区画整理事業による面的整備では抜本的な解決にならないことから、課題エリア

への対応事業としては、防災情報（避難場所や危険箇所等の情報）の提供に引き続き

務める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 個人情報等の観点から、浸水被害が確認された

箇所については、本資料に掲載していません。 

あ

未施行区域（Ａブロック）

秋田市洪水ハザードマップより 秋田市津波ハザードマップより 
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未施行区域（Ｂブロック）

【ステップ４－１：課題エリアと対応事業等の箇所図】（自然災害 ２/２） 

Ｂブロックでは、直近１０年間において、水害・土砂災害・地震災害等の履歴は確

認されていない。 

災害の発生のおそれのある箇所について、秋田県土砂災害危険箇所マップでは、土

砂災害が想定される箇所はない。 

秋田市洪水ハザードマップでは、雄物川流域および旭川流域での大雨により河川が

氾濫した場合、浸水が想定される区域がある。 

また、秋田市津波ハザードマップでは、大地震により最大クラスの津波が発生した

場合、浸水が想定される箇所はない。 

これらの洪水浸水想定区域が課題エリアとなるが、大雨による浸水については、土

地区画整理事業による面的整備では抜本的な解決にならないことから、対応事業とし

ては、Ａブロックと同様に、防災情報（避難場所や危険箇所等の情報）の提供に引き

続き務める。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋田市津波ハザードマップより 

 

秋田市洪水ハザードマップより 

あ
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【ステップ４－２：課題エリアと対応事業等の箇所図】（火災の危険１/２） 

Ａブロックは、秋田市地域防災計画の火災危険区域に含まれている箇所はない。 

また、同ブロック全域が消防活動の可能な区域（消防自動車の出入りが可能なおお

むね幅員６ｍ以上の道路から１４０ｍ以内）であり、消防活動困難区域がないことか

ら、課題エリアはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                              

   

 

 

 

 

 

 

八橋運動公園 

６ｍ以上

４ｍ未満

未施行区域（Aブロック）

消防活動の可能な区域
(６ｍ以上の道路から半径１４０ｍ）

道
路
幅
員

４ｍ以上
６ｍ未満
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【ステップ４－２：課題エリアと対応事業等の箇所図】（火災の危険２/２） 

 Ｂブロックは、秋田市地域防災計画の火災危険区域に含まれている箇所はない。 

また、同ブロック全域が消防活動の可能な区域であり、消防活動困難区域がないこ

とから、Ａブロックと同様に、課題エリアはない。 

６ｍ以上

４ｍ未満

未施行区域（Bブロック）

消防活動の可能な区域
(６ｍ以上の道路から半径１４０ｍ）

道
路
幅
員

４ｍ以上
６ｍ未満
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【ステップ４－３：課題エリアと対応事業等の箇所図】（道路への接道１/２） 

  Ａブロックは、行き止まり道路や幅員の狭い道路に接道している宅地、道路への接

道幅が不足している宅地が１１箇所（ブロック全体面積の約２％）※あり、これら

の宅地は建物を建築できる接道条件を満たしていない可能性があるため、課題エリア

となっている。 

対応事業としては、民間事業者による開発行為や土地の寄付による市道としての道

路改良事業の実施により、接道条件を満たすことが可能である。 

なお、これらの宅地のほとんどが、当該宅地に面した道路等に関する協議を経て許

可等を受けることにより、現状のまま建築が可能であると推定される。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 個人情報等の観点から、道路の接道条件 

を満たしていない可能性がある宅地につ 

いては、本資料に掲載していません。 

未施行区域（Ａブロック）

建築基準法第４２条に基づく道路
（原則４ｍ以上の道路）
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【ステップ４－３：課題エリアと対応事業等の箇所図】（道路への接道２/２） 

Ｂブロックは、行き止まり道路や幅員の狭い道路に接道している宅地、道路への接

道幅が不足している宅地が１３箇所（ブロック全体面積の約４％）※あり、課題エリ

アとなっている。 

対応事業としては、Ａブロックと同様に、民間事業者による開発行為や土地の寄付

による市道としての道路改良事業の実施により、接道条件を満たすことが可能であ

る。 

なお、これらの宅地のほとんどが、当該宅地に面した道路等に関する協議を経て許

可等を受けることにより、現状のまま建築が可能であると推定される。 

  

 

 

 

 

 

※ 個人情報等の観点から、道路の接道条件 

を満たしていない可能性がある宅地につ 

いては、本資料に掲載していません。 

未施行区域（Ｂブロック）

建築基準法第４２条に基づく道路
（原則４ｍ以上の道路）
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【ステップ４－４：課題エリアと対応事業等の箇所図】（上下水道） 

Ａブロックは、上水道が全域で整備されているが、下水道については整備が十分で

ない宅地が５箇所（ブロック全体面積の約１％）※あり、これらが課題エリアとなっ

ている。 

対応事業として、市が管理する通路（法定外公共物）に面している宅地について

は、一定の条件のもと、申請による公共下水道の整備が可能である。 

Ｂブロックは、上下水道が全域で整備されているため、課題エリアはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 個人情報等の観点から、公

共下水道の整備が十分でな

い宅地については、本資料

に掲載していません。 

未施行区域
・上図 ： Ａブロック

・下図 ： Ｂブロック

上水道整備箇所

下水道整備箇所
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【ステップ４－５：課題エリアと対応事業等の箇所図】（生活に必要な都市空間１/２） 

 Ａブロック内における都市空間の占める割合は約１％となっており、評価基準であ

る３％以上を確保できていないことから、全域が課題エリアとなっている。 

 対応事業の検討を行うにあたり、ここでは代替となる都市空間を確保するといった

観点から、国土交通省で示す高齢者徒歩圏５００ｍ以内に都市空間が存在するかどう

かを確認することとする。 

 Ａブロック内には避難場所に指定されている秋田県ＪＡビルと児童遊園地、Ａブロ

ック周辺には秋田県児童会館や八橋運動公園等が存在している。 

これらの都市空間により、Ａブロック全域において、高齢者徒歩圏内に代替となる

都市空間が確保されていることから、対応事業は必要ないと判断し、ここでの検討は

行わないこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

川尻中島 
街区公園 

秋田県児童会館 
みらいあ 

八橋戌川原 
児童遊園地 

秋田県ＪＡビル 

川尻大川反 
児童遊園地 

八橋運動公園 

市立体育館 

下八橋第一 
児童遊園地公園 

未施行区域（Ａブロック） 公園・緑地

高齢者徒歩圏（半径５００ｍ） 避難場所
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【ステップ４－５：課題エリアと対応事業等の箇所図】（生活に必要な都市空間２/２） 

 
 Ｂブロック内は、公園や緑地等の都市空間が存在していないことから、全域が課題

エリアとなっている。 

対応事業の検討を行うにあたり、Ａブロックと同様に、高齢者徒歩圏内の都市空間

の有無を確認すると、Ｂブロック周辺には、避難場所に指定されている旭北小学校や

街区公園等が存在している。 

 これらの都市空間により、Ｂブロック全域において、高齢者徒歩圏内に代替となる

都市空間が確保されていることから、Ａブロックと同様に、対応事業は必要ないと判

断し、ここでの検討は行わないこととする。 

 

 

 

 

 

 

旭北小学校 

山王第１街区公園 

川尻山ノ下街区公園 

山王中学校 

山王第２街区公園 

未施行区域（Bブロック） 公園・緑地

高齢者徒歩圏（半径５００ｍ） 避難場所
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【全体評価】 

 

全体評価 
存続、変更又

は廃止の判定 
変更の時期 

 川尻地区土地区画整理事業は、市街地の計画

的な造成を目的として都市計画決定されたもの

であり、現在はおおむね良好な市街地が形成さ

れている。 

関連計画では、都心・中心市街地として計画

決定区域が位置付けられており、県の発展を支

える行政拠点として、都市機能や都市空間の維

持管理・充実を図るとしている。 

市街地の評価については、民間開発等により

おおむね良好な市街地が形成されており、一部

で課題が見られたものの、全ての面で土地区画

整理事業以外の代替事業等の実施が可能であ

る。 

その他、配慮すべき特殊な事情等は特になか

った。 

以上のことを踏まえ、川尻地区土地区画整理

事業については、短期による都市計画変更（廃

止）を目指す。 

廃 止 短 期 

（３年以内） 
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【参考】川尻地区の状況写真 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和２３年（国土地理院のデータをもとに作成） 

昭和２３年（国土地理院のデータをもとに作成） 

未施行区域
（Ａブロック）

未施行区域
（Ｂブロック）
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昭和４２年（国土地理院のデータをもとに作成） 

昭和４２年（国土地理院のデータをもとに作成） 

未施行区域
（Ａブロック）

未施行区域
（Ｂブロック）
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平成６年（国土地理院のデータをもとに作成） 

平成６年（国土地理院のデータをもとに作成） 

未施行区域
（Ｂブロック）

未施行区域
（Ａブロック）
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平成２８年 

平成２８年 

未施行区域
（Ａブロック）

未施行区域
（Ｂブロック）

19/22



 

【参考】土地区画整理事業施行区域見直しガイドライン(抜粋) [平成27年11月／秋田市作成] 
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